二元適用事業（労災保険・建設の事業）の書き方について
事務組合第３係
１　継続事業と有期事業（ハンドブックP57）
２　一括有期事業について（ハンドブックP24）
　　　
３　一括有期事業として令和６年度の年度更新対象となる工事について
（一括有期事業（報告書・総括表）の作成早わかり＜令和6年度版＞）
1 元請工事であること
2 令和5年4月1日～令和6年3月31日に終了した工事であること
工事A・工事B：算入
工事C：来年以降の年度更新で申告
3 請負金額（消費税抜き）が１億８千万円未満、かつ、概算保険料額が
１６０万円未満の工事であること
　　　　　※当初から請負金額（消費税抜き）が１億８千万円以上、または概算保険料の額が１６０万円以上の事業の場合は、「単独有期事業」として、１現場ごとに一つの事業として手続きをします。
４　保険料の計算方法について（請負金額による算定）
（一括有期事業（報告書・総括表）の作成早わかり＜令和6年度版＞
労災保険率適用事業細目表、事業の種類・労務費率・保険料率一覧表）
請負金額（消費税抜き）×労務費率＝賃金総額（千円未満切捨て）
　　
賃金総額×保険料率＝保険料額（1円未満切捨て）
　　
　　労務費率・保険料率は業種、工事の開始時期で異なる。

　　例　請負金額　11,111 ,000
　　　　業種　○○邸新築工事
　　　　　　　→　木造の家屋の建設事業　3502
→　建築事業　35業種
　　　　工期　令和5年4月1日～令和5年7月31日
　　　　11,111,000　×　23％　＝　2,555,530　
→　千円未満切捨て　2,555,000
　　　　2,555,000　×　9.5／1000　＝　24,272.5
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→　１円未満切捨て　24,272
５　一括有期事業報告書作成について
（一括有期事業（報告書・総括表）の作成早わかり＜令和6年度版＞）
業種ごと、工事の開始時期ごとに元請工事を仕分けする。
※請負代金は消費税を除いた額を記載。
※請負契約書には
『請負代金額 ￥1,100,000（うち取引に係る消費税￥100,000）』の
ように記載されていることが多いので注意
６　一括有期事業総括表作成について
（一括有期事業（報告書・総括表）の作成早わかり＜令和6年度版＞）
1 業種、工事の開始時期ごとに報告書の請負金額、賃金総額を総括表に転記し、保険料額を計算する。
2 総括表の賃金総額（合計額）に0.02/1000を乗じて一般拠出金額を計算
７　その他注意事項について
　　　（一括有期事業（報告書・総括表）の作成早わかり＜令和6年度版＞）
　 ① 元請工事なし、労働者を使用しない工事のみの場合、総括表、報告書の提出は不要
　② 建設業の事務所の労災保険について
　　 事務所で勤務する労働者（現場以外の業務に従事する者も対象）を雇用している場合、一括有期とは別に労災保険の加入手続が必要。
　③ 一括されない有期事業
     一つの工事現場ごとにそれぞれ申告し、工事現場の所在地を管轄している監督署へ、成立届と申告書を提出
８　練習問題
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